
証券コード　9955

平成28年６月２日

株 主 各 位
愛媛県宇和島市築地町２丁目31 8番地23 5

代表取締役社長 笠 岡 恒 三

第42期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第42期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封

の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年６月22日（水

曜日）午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日　　時 平成28年６月23日（木曜日）午前11時

２．場　　所 愛媛県宇和島市丸之内３丁目６番20号

サブライムホール　２階　白鵬の間

（なお、詳細は末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照く

ださい。）

３．目的事項

報 告 事 項 １．第42期 (平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の

連結計算書類監査結果報告の件

２．第42期 (平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

計算書類報告の件
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決議事項

 第１号議案　　　剰余金の処分の件

 第２号議案　　　取締役６名選任の件

 第３号議案　　　監査役１名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。

　本招集ご通知に際して提供すべき書面のうち、「連結計算書類の連結注記表」

及び「計算書類の個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第16条の規定

に 基 づ き 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス

http://www.yonkyu.co.jp）への掲載をもって、株主の皆様に対する書面の提供と

みなさせていただきます。

　したがって、本招集ご通知の提供書面は、監査役及び会計監査人が監査報告又

は会計監査報告を作成するに際して監査をした連結計算書類及び計算書類の一部

であります。

　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が

生 じ た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス

http://www.yonkyu.co.jp）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、年明けからの株価下落や商品

市況の低迷により企業の景況感が悪化、個人消費においては株安に加え

実質所得の伸び悩みなどにより消費者マインドが低下し、景気の足踏み

状態が続きました。

また、養殖業界におきましては、昨年安値基調であったタイの魚価が

持ち直しましたが、ハマチの魚価が安値基調で推移したことに加え、配

合飼料の値上げによる養殖コストの上昇などもあり、厳しい状況で推移

いたしました。

このような状況のなか、当社グループでは、引き続き、養殖魚の新ブ

ランド（コラーゲンシリーズ）の販売推進など、国内市場における販売

シェア向上と業務の効率化・コスト削減に努めてまいりました。

その結果、「うなぎ養殖事業」を新規事業として開始したことなどに

より鮮魚の販売数量が増加し、増収増益となりました。

以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高は394億92百万円（前期

比4.2％増）、営業利益は15億６百万円（前期比10.8％増）、経常利益は

17億92百万円（前期比13.2％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は

８億98百万円（前期比10.6％増）となりました。
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セグメントの業績は以下のとおりであります。

区 分
第　41　期

(平成27年3月期)
売上高(百万円)

第　42　期
(平成28年3月期)
売上高(百万円)

対前期比較

金額差異
（百万円）

増減率
（％）

鮮魚の販売事業 24,073 25,913 1,840 7.6

餌料・飼料の販売事業 13,756 13,547 △209 △1.5

その他の事業 64 31 △33 △51.5

合 計 37,894 39,492 1,597 4.2

（注）セグメント間の取引については、相殺消去しております。

　「鮮魚の販売事業」では、販売数量の増加及び魚価上昇（ハマチを除

く）により、増収増益となりました。

　この結果、売上高は259億13百万円（前期比7.6％増）、営業利益は４

億61百万円（前期比270.5％増）となりました。

「餌料・飼料の販売事業」では、上半期での業績の落ち込み（主な要

因は、前連結会計年度末における配合飼料の駆け込み需要による反動減

の影響、赤潮の影響等で配合飼料・モイストペレットの販売数量が減少

したこと）が影響し、減収減益となりました。

この結果、売上高は135億47百万円（前期比1.5％減）、営業利益は11

億44百万円（前期比12.5％減）となりました。

「その他の事業」では、売上高は31百万円（前期比51.5％減）、営業

損失は14百万円（前期は、営業損失22百万円）となりました。

なお、セグメント間の取引については、相殺消去しております。

②　設備投資の状況

当連結会計年度における当社グループの設備投資の総額は、２億96百

万円となっております。

そのうち主なものは、マグロ養殖作業船76百万円、マグロ養殖設備53

百万円、活魚車（２台）47百万円などであります。

なお、当連結会計年度に実施いたしました設備投資の所要資金は、全

て自己資金で賄っております。

－ 4 －



③　資金調達の状況

　当連結会計年度における当社グループの資金調達は、自己資金のほか

金融機関からの借入金をもって充当いたしました。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　重要な取得又は処分はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第　39　期
(平成25年3月期)

第　40　期
(平成26年3月期)

第　41　期
(平成27年3月期)

当連結会計年度
第　42　期

(平成28年3月期)

売 上 高 千円 36,442,750 38,080,509 37,894,601 39,492,049

経 常 利 益 千円 1,633,708 1,941,726 1,583,519 1,792,001

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

千円 942,992 1,041,476 813,184 898,985

１株当たり当期純利益 円 81.83 90.38 70.57 78.02

総 資 産 千円 23,936,340 25,107,240 26,455,826 28,049,663

純 資 産 千円 20,300,881 21,271,518 22,248,457 22,537,851

1株当たり純資産額 円 1,761.71 1,846.00 1,930.75 1,955.86

（注）　１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株

当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

②　当社の財産及び損益の状況

区 分 第　39　期
(平成25年3月期)

第　40　期
(平成26年3月期)

第　41　期
(平成27年3月期)

当事業年度
第　42　期

(平成28年3月期)

売 上 高 千円 25,808,967 26,842,742 28,142,983 28,379,206

経 常 利 益 千円 1,253,741 1,627,446 1,293,834 990,999

当 期 純 利 益 千円 746,087 964,693 707,926 427,446

１株当たり当期純利益 円 64.75 83.72 61.44 37.10

総 資 産 千円 22,486,885 23,601,724 24,566,784 24,202,186

純 資 産 千円 19,849,773 20,742,420 21,611,576 21,430,266

１株当たり純資産額 円 1,722.57 1,800.08 1,875.56 1,859.86

（注）　１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株

当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会　社　名 資本金又は出資金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 　 海 　 昇 50,000千円 99.94％
鮮魚及び餌料・飼料の
販売事業

四 急 運 輸 株 式 会 社 30,000千円 100％ 一般貨物運送事業

日 振 島 ア ク ア マ リ ン
有 限 責 任 事 業 組 合

10,000千円
99.7％

（注）１
マグロ養殖事業

株 式 会 社 西 日 本 養 鰻 50,000千円 100％ うなぎ養殖事業

（注）１．当社の議決権比率の欄には、当該有限責任事業組合に対する出資割合を記載しており

ます。

２．特定完全子会社に該当する子会社はありません。

　(4) 対処すべき課題
当社グループを取り巻く水産業界では、世界的に進行している水産資源

の枯渇問題や少子・高齢化問題、また、消費面では生活環境や消費スタイ
ル、消費者ニーズも変化し、若い世代を中心とした「魚離れ」による消費
低迷が続いており、経営環境は依然として厳しい状況が続いております。

しかし、海外に目を向けますと、健康志向を背景に水産物需要は年々増
加しており、中長期的には堅調な推移が見込まれております。

このような状況のなか、当社グループでは、今後も新規市場の開拓やグ
ループ経営の効率化を積極的に推進し、収益向上を目指します。特に、計
画的な鮮魚出荷や餌料・飼料の販売推進により取引数量の維持、増加に努
めてまいります。また、与信管理の厳格化を図り貸倒リスクの低減にも努
めてまいります。

組織面では、人材の育成並びに社員の意識改革により営業力を強化し、
収益基盤の改善・強化に向け取り組んでまいります。

また、今後収益の柱として期待できる「マグロ養殖事業」や加工品製造
への投資拡大や、昨年より出荷を開始しております「うなぎ養殖事業」へ
の取り組み強化に向け引き続き注力してまいります。

一方、食品の安全面につきましては、引き続き、管理体制の強化に努め
ると共に、これまでと同様に水産物の放射性物質検査を継続し、消費者の
皆様に「安全・安心」をお届けできるように関係機関と連携し、今後も養
殖漁業を総合的にサポートしてまいります。

更に、企業としての社会的責任を認識し、環境対策やコーポレート・ガ
バナンスの強化と透明性の高い経営に努めてまいります。

今後とも、株主の皆様には、より一層のご支援・ご鞭撻を賜りますよう
お願い申しあげます。
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(5) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在）
当社グループは、当社及び連結子会社４社により構成されており、その

主な事業内容は、水産物卸売事業、餌料・飼料の販売事業、一般貨物運送
事業、マグロ養殖事業及びうなぎ養殖事業であります。

当社グループの各事業の内容は以下のとおりであります。
①　鮮魚の販売事業

当社及び株式会社海昇は、四国及び九州などの漁業協同組合・養殖
業者等から養殖魚を仕入れ、主に全国中央卸売市場の荷受会社に販売
しております。また、天然魚やハマチフィーレ等の加工品の販売も行
っております。

天然稚魚は、国内はもとより海外からも仕入れ、養殖業者等に販売
しております。

人工ふ化事業では、タイの人工ふ化稚魚を生産し、養殖業者等に販
売しております。

日振島アクアマリン有限責任事業組合では、マグロ養殖事業を行っ
ております。

株式会社西日本養鰻では、うなぎ養殖事業を行っております。
②　餌料・飼料の販売事業

当社及び株式会社海昇は、養殖業者等に対し、養殖魚用の生餌・配
合飼料・モイストペレット等を販売しております。

③　その他の事業
四急運輸株式会社は、一般貨物運送事業を営んでおります。

(6) 主要な営業所及び工場（平成28年３月31日現在）

①　当　社

本　社：　愛媛県宇和島市築地町２丁目318番地235

営業所：　東京営業所（東京都中央区築地）

事業所：　三崎事業所（神奈川県三浦市）

　　　　　鹿児島事業所（鹿児島県垂水市）

工　場：　本社工場（愛媛県宇和島市）

　　　　　蒲江種苗センター（大分県佐伯市）
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②　子会社

株式会社海昇

本　社：　愛媛県宇和島市坂下津甲407番地89

四急運輸株式会社

本　社：　愛媛県宇和島市築地町２丁目７番11号

日振島アクアマリン有限責任事業組合

所在地：　愛媛県宇和島市日振島235番地

株式会社西日本養鰻

本　社：　愛媛県宇和島市築地町２丁目318番地235

事業所：　曽於事業所（鹿児島県曽於市）

  (7) 使用人の状況（平成28年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事　業　区　分 使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

鮮 魚 の 販 売 事 業 88（37）名 ５名増（１名増）

餌 料 ・ 飼 料 の 販 売 事 業 31（８） －　（　－　）

そ の 他 の 事 業 10（－） １名増（　－　）

全 社 （ 共 通 ） 14（－） １名減（　－　）

合 計 143（45） ５名増（１名増）

（注) 使用人数は就業員数（正社員＋出向受入者）であり、臨時使用人は外書きで（　）内に

記載しております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

126（33）名 ６名増（１名減） 40.0歳 8.9年

（注）使用人数は就業員数（正社員＋出向受入者）であり、臨時使用人は外書きで（　）内に

記載しております。

　(8) 主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在）

借　　入　　先 借　入　残　高

株　式　会　社　伊　予　銀　行 800　百万円

株　式　会　社　高　知　銀　行 600

株　式　会　社　愛　媛　銀　行 500

　(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成28年３月31日現在）

①  発行可能株式総数　　　　　　  26,000,000株

②  発行済株式の総数　　　　　　  11,556,084株

③  株主数　　　　　　　　　　　　　　 1,894名

④  大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有 限 会 社 オ フ ィ ス Ｆ Ｒ Ｍ 1,350千株 11.72％

笠 岡 暁 美 922 8.00

笠 岡 伸 一 837 7.27

竹 内 裕 美 833 7.23

有 限 会 社 シ ン セ イ 728 6.32

笠 岡 恒 三 585 5.08

株 式 会 社 伊 予 銀 行 573 4.98

株 式 会 社 愛 媛 銀 行 504 4.38

株 式 会 社 香 川 銀 行 500 4.34

株 式 会 社 魚 力 400 3.47

（注）持株比率は自己株式（33,543株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況（平成28年３月31日現在）

①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権の状況

該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

該当事項はありません。
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(3）会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成28年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 笠 岡 恒 三

取 締 役 相 談 役 笠 岡 繁 樹

常 務 取 締 役 清 水 敏 雄

取 締 役 林 　 建 至 内部監査室長

取 締 役 高 川 英 穂 宇和島信用金庫理事相談役(非常勤)

取 締 役 梅 田 晃 三 営業一部長(兼)餌料部長

常 勤 監 査 役 岩 城 紀 正

監 査 役 中 山 孝 司 中山孝司税理士事務所所長

監 査 役 玉 井 國 夫

監 査 役 鈴 木 義 直

監 査 役 酒 井 啓 司 酒井啓司税理士事務所所長

（注）１．取締役高川英穂氏は社外取締役であります。

２．監査役中山孝司氏、玉井國夫氏、鈴木義直氏及び酒井啓司氏は、社外監査役でありま

す。

３．取締役高川英穂氏、監査役中山孝司氏及び酒井啓司氏は、東京証券取引所の定めに基

づく独立役員であります。

４．常勤監査役岩城紀正氏、監査役中山孝司氏、玉井國夫氏、鈴木義直氏及び酒井啓司氏

は、以下のとおり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

・常勤監査役岩城紀正氏は、長年金融機関に勤務し、当社の総務部門には平成６年２月

から平成20年６月まで在籍しており、その間６年取締役に就任しておりました。

・監査役中山孝司氏は、税理士の資格を有しております。

・監査役玉井國夫氏は、長年愛媛県信用保証協会に勤務し、各所所長及び本会業務部部

長を歴任しておりました。

・監査役鈴木義直氏は、長年金融機関に勤務し、支店長及び本部の部長等を歴任してお

りました。

・監査役酒井啓司氏は、税理士の資格を有しております。

②　責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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③　取締役及び監査役の報酬等

　　当事業年度に係る報酬等の総額

区　　　　分 員 数 報 酬 等 の 額

取　締　役
（うち社外取締役）

６名
(１)

104,868千円
(2,500)

監　査　役
（うち社外監査役）

５
(４)

10,100
(7,500)

合　　　　計 11 114,968

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成２年２月28日開催の臨時株主総会において年額200百万

円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成２年２月28日開催の臨時株主総会において年額20百万円

以内と決議いただいております。

４．上記の報酬等の額には、以下のものが含まれております。

　・当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額22,418千円（取締役６名に対し

21,918千円、うち社外取締役１名に対し100千円。監査役５名に対し500千円、うち社

外監査役４名に対し300千円）。

④　社外役員に関する事項

イ. 他の法人等との重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役高川英穂氏は、宇和島信用金庫理事相談役（非常勤）であり

ます。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役中山孝司氏は、中山孝司税理士事務所所長であります。当社

と兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役酒井啓司氏は、酒井啓司税理士事務所所長であります。当社

と兼職先との間には特別の関係はありません。

ロ. 当事業年度における主な活動状況

・取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会（16回開催） 監査役会（15回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 高 川 英 穂 14回 88％ －回 －％

監 査 役 中 山 孝 司 16 100 15 100

監 査 役 玉 井 國 夫 16 100 15 100

監 査 役 鈴 木 義 直 16 100 15 100

監 査 役 酒 井 啓 司 14 88 12 80
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・取締役会及び監査役会における発言状況

　社外取締役高川英穂氏は、金融機関の経営者としての見地から経

営全般に関し意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適

正性を確保するための助言・提言を行っております。

　また、各社外監査役は、主に会計もしくは税務的な見地から意見

を述べるなど、取締役会及び監査役会の意思決定の妥当性・適正性

を確保するための助言・提言を行っております。

 （4）会計監査人の状況

①　名　　　称　　監査法人和宏事務所

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 20,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

20,500

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま

せんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬

見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会

計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容

 該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

 　当社は、会計監査人について、会社法・公認会計士法等の法令に違反

する行為又は公序良俗に反する行為その他の事項を総合的に勘案し必要

と認めた場合には、会社法第340条に基づき会計監査人を解任又は不再任

とする方針であります。

⑤　責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容及び

その運用状況の概要は以下のとおりであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

　 イ.　定時取締役会は、原則として毎月１回開催し、経営の基本方針、法定

事項及びその他経営に関する重要事項を決定し、職務執行を監督する。

(なお､重要案件が生じた場合には、必要に応じて臨時取締役会を開催

する｡)また、各取締役は、会社の業務の執行状況を取締役会に報告す

るとともに、他の取締役の職務執行を相互に監視・監督する。

　 ロ.　総務部担当取締役をコンプライアンス推進の総括責任者とし、総務部

が全社のコンプライアンス体制の構築、整備・充実及び問題点の把握

に努め、役職員への教育・啓蒙にあたる。

　 ハ.　監査役及び内部監査室が連携し、子会社を含めたグループ全体の監査

を実施して、取締役の職務執行状況、コンプライアンス体制等を調査

し、また、各業務が法令、定款及び社内規程等に準拠し行われている

かを検証し、その結果を定期的に取締役会及び監査役会に報告する。

　 ニ.　取締役会は、定期的にコンプライアンス体制を見直し、問題点の把握

と改善に努める。

（運用状況）

・取締役会では、各議案の審議に加え業務執行状況の報告等において活発

な意見交換がなされており、職務執行の相互監視・監督の実効性は確保

されております。

・コンプライアンスについては、適宜、全社員に対し朝礼や会議等を通じ

て社内規則や法令の順守について指導・教育しております。

・内部監査室による監査結果は、毎月の取締役会で報告されており、コン

プライアンス体制の見直しや問題点の把握、改善に努めております。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　 イ.　｢稟議規程｣、｢文書管理規程｣に従い、取締役の職務の執行に係る情報

を文書又は電磁的記録(以下、文書等という。)に記録し、保存する。

　 ロ.　取締役及び監査役は｢文書管理規程｣に基づき、常時これらの文書等を

検索・閲覧できる体制とする。

（運用状況）

・取締役の職務の執行に係る情報の保存管理は、「文書管理規程」及び関

連規程に基づき適切に行っており、必要に応じて閲覧できるようにして

おります。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　 イ.　コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティなど個々の

リスクについては、それぞれ担当部署、管理責任者を定め、リスク管

理の体制を構築する。(なお、子会社を含む組織の横断的リスク状況の

監視及び全社的対応は総務部が行うものとする。)
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　 ロ.　当社グループにて不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を

本部長とする対策本部を設置し、必要に応じて顧問弁護士等を含む外

部アドバイザリーチームを組織し、迅速かつ適切な対応を図り、損害

の拡大を防止し、これを最小限に止める体制を整備する。

（運用状況）

・個々のリスクへ対応するために、社内規程の整備や担当部署及び責任者

の明確化により、リスク管理体制の強化を図っております。なお、当事

業年度において不測の事態は発生しておりません。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　 イ.　当社は、定時取締役会を毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時取

締役会を開催する。また、取締役会の機能強化、経営効率を向上させ

るため、｢常務会｣、｢営業推進会議｣を定期的に開催する。

　 ロ.　中期経営計画及び年度計画を定め、当社として達成すべき目標を明確

化する。

　 ハ.　代表取締役社長以下、各営業責任者で構成する｢営業推進会議｣を毎月

１回開催し、迅速な意思決定と職務の執行が行える体制を確保する。

　 ニ.　職務の執行に関する権限及び職責等については、｢組織規程｣、｢稟議規

程｣、｢業務分掌規程｣、｢職務権限規程｣等の社内規程により、各役職員

の権限と責任を明確化し、適正かつ効率的な職務の執行が行える体制

を確保する。(なお、各規程類は必要に応じて見直し、改善を図る。)

（運用状況）

・取締役会は、当事業年度において16回開催いたしました。また、常務会

は毎週１回、営業推進会議は毎月１回開催しており、迅速な意思決定と

職務の執行が行える体制を確保しております。

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

　 イ.　グループ企業の業務の適正を確保するため、｢関係会社管理規程｣を定

めて、子会社の営業成績、財務状況、その他の重要な事項については

当社への定期的な報告を義務付け適切な子会社管理を実施する。

　 ロ.　監査役及び内部監査室は、定期的に子会社の内部統制の状況等につい

て監査を実施し、その結果を取締役会に報告する。

ハ． 当社の役職員を子会社の役員に就任させることにより、当社が子会社

の業務の適正を監視できる体制とする。

（運用状況）

・「関係会社管理規程」にて、子会社が当社へ行うべき合議・承認伺及び

報告事項を定めて、当社への稟議、取締役会付議等の手続きを行ってお

ります。また、子会社の営業成績等は、毎月１回取締役会に報告されて

おります。

・監査役及び内部監査室は、定期的に子会社の監査を実施しており内部統

制の適正性を確保しております。
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⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関す

る事項

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、

取締役会は監査役と協議の上、監査役を補助すべき使用人を置くもの

とする。なお、当該使用人が他部署の使用人を兼務する場合は、監査

役に係る業務を優先して従事することとする。

（運用状況）

・必要に応じて、監査役の職務を補助すべき使用人を置くこととしており

ます。

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制

　 イ.　当社グループの取締役及び使用人は、会社の業績に重大な影響を及ぼ

す恐れがある事実、あるいは会社に著しい損害を及ぼす恐れがある事

実を発見したときは、直ちに監査役に報告する。

　 ロ.　監査役は、取締役会のほか、重要な会議等にも出席し、必要に応じて

当社グループの取締役及び使用人に対して、業務執行状況等に関する

報告を求めることができる。

ハ． 監査役への報告を行った者が、当該報告をしたことを理由にして不利

な取り扱いを受けることを禁止し、その旨を役職員に周知徹底する。

（運用状況）

・監査役は、取締役会のほか、常務会にも出席し業務執行状況等を把握す

るとともに、監査役への報告体制を構築しております。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　 イ.　監査役の半数以上を社外監査役とし、対外的な透明性を確保する。

　 ロ.　監査役会は、代表取締役と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課

題や監査上の重要事項等について情報・意見交換を行い、相互の意思

疎通を図るよう努める。

　 ハ.　監査役会は、会計監査人及び内部監査室との連携を図り、定期的に意

見交換を行い、監査の実効性を確保するものとする。

　 ニ.　各監査役が監査を実施するにあたり、監査役会が必要と認めた場合に

は、外部専門家等を活用することができることとする。

ホ． 監査役が職務の執行について生じる費用の前払い又は償還を請求した

ときは、監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、

速やかに当該費用又は債務を処理する。

（運用状況）

・監査役５名のうち４名が社外監査役であり対外的な透明性を確保してお

ります。また、監査役会及び代表取締役は、定期的に意見及び情報交換

の会合を実施しております。

・監査役会は、会計監査人及び内部監査室と連携し、定期的に意見交換を

行っております。
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⑨　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社及び当社グループは、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与

える勢力又は団体等とは、取引関係を含め、一切の関係を遮断し、確

固たる信念を持って排除の姿勢を堅持する。また、反社会的勢力から

の不当な要求等に対しても、グループ全体として毅然とした態度で臨

み、反社会的勢力による被害の防止に努める。

（運用状況）

・反社会的勢力排除において、基本的な考え方のとおり取り組み、現在何

ら問題は生じておりませんが、万が一何らかの問題が生じた場合は、警

察や弁護士等の外部専門機関と密接な連携を図り、関係を遮断する体制

を築いております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成28年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資  産  の  部 ) 28,049,663 ( 負  債  の  部 ) 5,511,811

流 動 資 産 21,849,869 流 動 負 債 5,209,370

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

投 資 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

12,902,002

7,412,519

106,994

619,113

1,405,562

16,760

701,895

154,376

118,804

△1,588,159

6,199,793

(2,853,475)

999,173

432,715

156,137

1,227,289

38,160

(25,319)

23,437

1,882

(3,320,998)

2,805,453

561,101

262,672

77,054

175,817

△561,101

支払手形及び買掛金 2,363,599

短 期 借 入 金 1,900,000

未 払 法 人 税 等 500,525

賞 与 引 当 金 19,933

そ の 他 425,312

固 定 負 債 302,441

退職給付に係る負債 189,934

役員退職慰労引当金 84,620

資 産 除 去 債 務 26,802

繰 延 税 金 負 債 1,083

( 純 資 産 の 部 ) 22,537,851

株 主 資 本 22,522,882

資 本 金 2,187,615

資 本 剰 余 金 3,124,321

利 益 剰 余 金 17,227,996

自 己 株 式 △17,050

その他の包括利益累計額 13,644

その他有価証券評価差額金 13,644

非 支 配 株 主 持 分 1,324

資 産 合 計 28,049,663 負 債 ・ 純 資 産 合 計 28,049,663
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連 結 損 益 計 算 書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 39,492,049

売 上 原 価 33,772,688

売 上 総 利 益 5,719,360

販売費及び一般管理費 4,212,755

営 業 利 益 1,506,605

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 配 当 金 210,444

そ の 他 107,329 317,773

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3,356

そ の 他 29,021 32,378

経 常 利 益 1,792,001

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 829 829

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 21

固 定 資 産 除 却 損 3,122

投 資 有 価 証 券 評 価 損 66,586 69,729

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,723,100

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 872,534

法 人 税 等 調 整 額 △48,813 823,720

当 期 純 利 益 899,380

非支配株主に帰属する当期純利益 394

親会社株主に帰属する当期純利益 898,985
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連結株主資本等変動計算書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

平成27年４月１日期首残高 2,187,615 3,124,285 16,467,283 △16,712 21,762,471

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △138,273 △138,273

親会社株主に帰属する当期純利益 898,985 898,985

自 己 株 式 の 取 得 △358 △358

自 己 株 式 の 処 分 36 20 57

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

連結会計年度中の変動額合計 － 36 760,712 △338 760,411

平成28年３月31日期末残高 2,187,615 3,124,321 17,227,996 △17,050 22,522,882

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額

非支配株主持分 純資産合計
そ の 他 有 価
証 券 評 価
差 額 金

平成27年４月１日期首残高 485,055 930 22,248,457

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △138,273

親会社株主に帰属する当期純利益 898,985

自 己 株 式 の 取 得 △358

自 己 株 式 の 処 分 57

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

△471,410 393 △471,016

連結会計年度中の変動額合計 △471,410 393 289,394

平成28年３月31日期末残高 13,644 1,324 22,537,851
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貸　借　対　照　表
（平成28年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資  産  の  部 ) 24,202,186 ( 負  債  の  部 ) 2,771,920

流 動 資 産 17,192,679 流 動 負 債 2,497,804

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

関係会社短期貸付金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

10,849,490

1,073,527

4,386,485

106,994

505,437

106,128

10,408

60,000

11,852

695,777

555,000

24,164

82,782

△1,275,370

支 払 手 形 193,845

買 掛 金 1,737,925

未 払 金 16,359

未 払 費 用 234,438

未 払 法 人 税 等 227,000

預 り 金 42,273

前 受 収 益 3,989

賞 与 引 当 金 18,524

そ の 他 23,449

固 定 資 産 7,009,506 固 定 負 債 274,115

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

船 舶

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

水 道 施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

関係会社長期貸付金

投 資 不 動 産

保 証 金 ・ 敷 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

（1,873,112)

301,707

33,745

84,637

95,868

79,476

102,145

1,137,371

38,160

（1,882)

1,696

161

24

（5,134,512)

2,650,308

1,057,206

1,680

78,828

561,101

877,000

262,672

119,577

76,203

11,036

△561,101

退 職 給 付 引 当 金 189,494

役員退職慰労引当金 84,620

( 純 資 産 の 部 ) 21,430,266

株 主 資 本 21,422,135

資 本 金 2,187,615

資 本 剰 余 金 （3,124,347)

資 本 準 備 金 2,521,825

そ の 他 資 本 剰 余 金 602,522

利 益 剰 余 金 （16,127,223)

利 益 準 備 金 223,000

そ の 他 利 益 剰 余 金 15,904,223

別 途 積 立 金 15,450,000

繰 越 利 益 剰 余 金 454,223

自 己 株 式 △17,050

評価・換算差額等 8,130

その他有価証券評価差額金 8,130

資 産 合 計 24,202,186 負債・純資産合計 24,202,186
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損　益　計　算　書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 28,379,206

売 上 原 価 24,713,908

売 上 総 利 益 3,665,297

販売費及び一般管理費 3,090,290

営 業 利 益 575,007

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 配 当 金 190,186

そ の 他 255,036 445,223

営 業 外 費 用

そ の 他 29,231 29,231

経 常 利 益 990,999

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 391 391

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 21

固 定 資 産 除 却 損 2,615

投 資 有 価 証 券 評 価 損 66,586 69,223

税 引 前 当 期 純 利 益 922,167

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 489,844

法 人 税 等 調 整 額 4,876 494,721

当 期 純 利 益 427,446

－ 22 －



株主資本等変動計算書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準備金

その他
資　本
剰余金

利　益
準備金

その他利益剰余金

別 途
積立金

繰 越 利 益
剰 余 金

平成27年４月１日期首残高 2,187,615 2,521,825 602,485 223,000 14,850,000 765,050 △16,712 21,133,263

事業年度中の変動額

別 途 積 立 金
の 積 立

600,000 △600,000 －

剰 余 金 の 配 当 △138,273 △138,273

当 期 純 利 益 427,446 427,446

自己株式 の取 得 △358 △358

自己株式 の処分 36 20 57

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計

－ － 36 － 600,000 △310,826 △338 288,871

平成28年３月31日期末残高 2,187,615 2,521,825 602,522 223,000 15,450,000 454,223 △17,050 21,422,135

評 価 ・ 換 算
差 　 額  等

純 資 産
合 計そ の 他

有 価 証 券
評 価 差 額 金

平成27年４月１日期首残高 478,313 21,611,576

事業年度中の変動額

別 途 積 立 金
の 積 立

－

剰 余 金 の 配 当 △138,273

当 期 純 利 益 427,446

自己株式の取得 △358

自己株式 の処 分 57

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

△470,182 △470,182

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計

△470,182 △181,310

平成28年３月31日期末残高 8,130 21,430,266
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年５月17日

株式会社　ヨンキュウ

取 締 役 会 御 中

監査法人和宏事務所

代表社員
業務執行社員

公認会計士 南 　 幸 治

代表社員
業務執行社員

公認会計士 大 塚 尚 吾

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ヨンキュ
ウの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計
算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これ
には、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適
正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立

場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、
我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これ
に基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手
するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不
正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づい
て選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用
した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し
たと判断している。

－ 24 －



監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ヨンキュウ及び連結子
会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。
以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年５月17日

株式会社　ヨンキュウ

取 締 役 会 御 中

監査法人和宏事務所

代表社員
業務執行社員

公認会計士 南 　 幸 治

代表社員
業務執行社員

公認会計士 大 塚 尚 吾

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ヨ
ンキュウの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第42期事業年度
の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類
及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立

場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るた
めに、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について
監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の
判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚
偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計
算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
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当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し
たと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及
びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第42期事

業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に

基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1)　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査

の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求めました。

(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の

方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等

と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも

に、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要

な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産

の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締

役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会

社からの事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社

から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして

会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す

る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内

部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運

用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意

見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計

監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品

質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し

ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

－ 28 －



　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について

検討いたしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に

違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人監査法人和宏事務所の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人監査法人和宏事務所の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

平成28年５月24日

株式会社　ヨンキュウ　監査役会

常勤監査役 岩 城 紀 正 

社外監査役 中 山 孝 司 

社外監査役 玉 井 國 夫 

社外監査役 鈴 木 義 直 

社外監査役 酒 井 啓 司 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項

　　当社の配当政策につきましては、業績・財政状況及び将来の企業価値向上

に向けた事業投資のための資金需要等を総合的に勘案した上で、安定的な配

当維持に努めることを基本方針としております。

　このような基本方針に基づき、当期の期末配当につきましては、以下のと

おりといたしたいと存じます。

(1)　配当財産の種類　　金銭

(2)　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき　12円

配　当　総　額　　138,270,492円

(3)　剰余金の配当が効力を生じる日

平成28年６月24日

－ 30 －



第２号議案　取締役６名選任の件

　　取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、

　取締役６名の選任をお願いするものであります。

　　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
( 生 年 月 日 )

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

１
かさ

笠
 

　
おか

岡
 

　
こう

恒
 

　
ぞう

三
(昭和34年10月６日生)

昭和55年４月　当社入社

昭和57年９月　当社取締役

平成２年12月　当社営業一部長委嘱

平成４年６月　当社常務取締役

平成６年５月　当社営業一部長委嘱を解き

　　　　　　　営業一部担当

平成16年６月　当社代表取締役専務

平成18年９月　当社代表取締役専務退任

平成18年９月　株式会社海昇

　　　　　　　代表取締役社長

平成23年６月　同社代表取締役社長辞任

　　　　　　　同社取締役（現任）

　　　　　　　当社専務取締役

平成23年７月　当社代表取締役社長（現任）

585,045株

２
かさ

笠
 

　
おか

岡
 

　
しげ

繁
 

　
き

樹
(昭和19年11月26日生)

昭和42年４月　当社入社

昭和43年10月　当社取締役

昭和56年７月　当社代表取締役専務

平成７年６月　当社代表取締役社長

平成16年６月　当社代表取締役副会長

平成19年６月　当社代表取締役会長

平成21年６月　当社代表取締役会長退任

平成23年６月　当社取締役

平成23年７月　当社取締役相談役（現任）

平成24年９月　株式会社西日本養鰻

　　　　　　　代表取締役社長（現任）

336,950株

３
し

清
 

　
みず

水
 

　
とし

敏
 

　
お

雄
(昭和27年７月28日生)

昭和51年４月　株式会社伊予銀行入行

平成９年２月　同行砥部支店長

平成13年８月　同行本店営業部副部長

平成18年８月　同行人事部次長

平成19年３月　当社出向　内部監査室長

平成20年８月　当社経理部長

平成21年６月　株式会社伊予銀行退職

　　　　　　　当社取締役

　　　　　　　当社経理部長委嘱

平成22年11月　当社常務取締役（現任）

平成24年９月　株式会社西日本養鰻取締役

　　　　　　　（現任）

7,200株
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候補者
番 号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
( 生 年 月 日 )

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

４
はやし

林
 

　
 

　
 

　
たて

建
 

　
し

至
(昭和27年２月２日生)

昭和47年４月　宇和島農業協同組合（現えひ

　　　　　　　め南農業協同組合）入組

平成９年４月　えひめ南農業協同組合

　　　　　　　来村支所長

平成15年２月　当社入社　経理部長

平成18年10月　当社総務部長

平成20年６月　当社取締役（現任）

　　　　　　　当社総務部長委嘱

平成23年８月　当社内部監査室長委嘱

平成24年２月　当社総務部長委嘱

平成24年８月　当社内部監査室長委嘱

　　　　　　　（現任）

1,500株

５
たか

高
 

　
がわ

川
 

　
ひで

英
 

　
ほ

穂
(昭和21年６月８日生)

昭和40年４月　株式会社伊予銀行入行

平成13年２月　同行審査１部付部長

平成13年３月　株式会社伊予銀行退職

平成13年４月　宇和島信用金庫入庫

　　　　　　　総務部長

平成13年６月　同金庫常務理事

平成14年７月　同金庫専務理事

平成18年６月　同金庫理事長

平成24年６月　同金庫理事会長（非常勤）

平成26年６月　同金庫理事相談役（非常勤）

　　　　　　　（現任）

平成26年６月　当社取締役（現任）

700株

６
うめ

梅
 

　
だ

田
 

　
こう

晃
 

　
ぞう

三
(昭和37年12月18日生)

平成５年10月　当社入社

平成18年９月　株式会社海昇入社　取締役

平成23年６月　同社代表取締役社長（現任）

平成23年７月　当社入社　営業一部長

平成25年１月　当社執行役員

　　　　　　　営業一部長委嘱

平成25年９月　当社執行役員

　　　　　　　営業一部長(兼)餌料部長委嘱

平成27年６月　当社取締役

　　　　　　　営業一部長(兼)餌料部長委嘱

　　　　　　　（現任）

8,800株

（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．高川英穂氏は社外取締役候補者であります。なお、同氏は、東京証券取引所の定

めに基づく独立役員の候補者であります。

３．高川英穂氏は、金融機関の経営者としての幅広い見識と豊富な経験を有してお

り、それらを当社の経営に反映していただくため、社外取締役として選任をお願

いするものであります。

４．高川英穂氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任

期間は本総会終結の時をもって２年となります。
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第３号議案　監査役１名選任の件

　　監査役鈴木義直氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監

　査役１名の選任をお願いするものであります。

　　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　　監査役候補者は次のとおりであります。
ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
( 生 年 月 日 )

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

すず

鈴
 

　
き

木
 

　
よし

義
 

　
なお

直
(昭和24年９月24日生)

昭和43年４月　株式会社伊予銀行入行

平成14年６月　同行三津浜支店長

平成17年２月　同行地域振興部部長

平成19年８月　医療法人松山平成会　平成脳神経

　　　　　　　外科病院事務長（出向）

平成21年９月　株式会社伊予銀行退職

平成23年１月　医療法人松山平成会　平成脳神経

　　　　　　　外科病院退職

平成24年６月　当社監査役（現任）

平成24年６月　株式会社西日本養鰻監査役（現任）

300株

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．鈴木義直氏は社外監査役候補者であります。

３．社外監査役候補者鈴木義直氏は、長年株式会社伊予銀行に勤務し、金融機関にお

いて培った専門的知識と豊富な経験を当社の監査に反映していただくため、社外

監査役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は、過去に社外役員

となること以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由に

より社外監査役として、その職務を適切に遂行いただけるものと判断しておりま

す。

４．鈴木義直氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、社外監査役としての在任

期間は、本総会終結の時をもって４年となります。

以　上
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メ　　モ





株主総会会場ご案内図

会　場　愛媛県宇和島市丸之内３丁目６番20号

サブライムホール　２階　白鵬の間

※ＪＲ宇和島駅より約1,700ｍ

※お問い合わせ先

株式会社ヨンキュウ　総務課　TEL 0895-24-4901


